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開催実績 

（平成１８年） 

第１回［７/３ ］➠ 協議計画書により今後の進め方説明 

          役割分担のあり方調査の実施について 

第２回［９/１１］➠ 役割分担のあり方調査（速報）について 

役割分担のあり方の検討方法について 

 

これまでの成果 

・役割分担に関する調査の実施（４７６の見直し意見）  

① 県役割強化３７% ②市町役割強化２１% ③連携強化２２% 

④役割明確化 １４% 

・見直し意見を踏まえ、重要性、緊急性のある課題について、ＷＧを設置しま

す。 

 

 

 

今後の予定 

・１１月にＷＧを３～５程度設置することを目標に取り組みます。 

 

課題・まとめの見込み 

・最善の役割分担のあり方を絶えず見直し、できるだけ早期に取り組めるよう、

市町・県双方で協議していくことを基本原則とします。 

・県と市町による協議に時間を要するものは、ＷＧの検討が平成１９年度にわ

たることも想定されます。 
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４ 調査内容 
（１）事務分野ごとの県と市町の役割分担の見直しの必要性 
（２）役割分担の見直しが必要な事業・事務と課題 
（３）役割分担の望ましい姿（主体・手法・内容・時期） 
 

５ 調査結果 
 
（１） 役割分担の見直し意見の性質による分析結果 
 主 体      手    法 意見件数 

Ａ１ 市町への事務・権限移譲  ３２件 
Ａ２ 重複・重層する事務の市町・市町の広域

行政組織への実施主体一本化  
２９件 

Ａ３ 市町の専門性強化  ８件 

Ａ  
市町の 
役割強化 
 
      Ａ４ 市町の役割を強化する役割分担 ３１件 

１００件 

Ｂ１ 重複・重層する事務の県へ実施主体一本

化  
１０７件 

Ｂ２ 県の支援強化   ４０件 
Ｂ３ 県の専門性強化  ８件 

Ｂ 
県の 
役割強化 
 

 Ｂ４ 県の役割を強化する役割分担 １９件 

１７４件 

Ｃ 県と市町の連携の強化  １０７件 
Ｄ 県と市町の役割分担 ６９件 
Ｅ 民間  の役割強化 １８件 
Ｆ 法・条例改正 ８件 
         計 ４７６件 

 
                        
＊重複＝役割分担が不明確なまま県と市町が事務を実施している。 
 重層＝明確な役割分担にもとづき、事務を分担している。 
＊見直し意見の選択肢と記述内容から分類。 

 
（２）事務分野の現状に関する調査結果 
①事務分野（２３０分野）ごとの県と市町の役割分担の明確性についての評価 
     

 全体 県 市町 
概ね役割分担が明確である。 ４４％ ４４％ ４４％ 
すべて役割分担が明確である。 ２８％ ２４％ ２９％ 
役割分担が明確なものと不明確なものが半々である。 ７％ ７％ ７％ 
概ね役割分担が不明確である ４％ ５％ ４％ 
すべて役割分担が不明確である。 １％ ０％ １％ 
（役割分担は明確であり）県がすべて実施している。 １５％ ２０％ １５％ 
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②事務分野ごとの県と市町の役割分担の見直しの必要性 
 

 回答数 有     無 
全体 ５,９４４件(100%) ３８４件  (6%) ５，５６０件(94%) 
県 ２３０件(100%) ７４件 (３２%) １５６件(６８%) 
市町 ５,７１４件(100%) ３１０件  (５%) ５，４０４件(９５%) 
市 ２,７８６件(100%) ２２０件  (8%) ２，５６６件(92%) 
町 ２,９２８件(100%) ９０件  (3%) ２，８３８件(97%) 

 
（３）役割分担の望ましい姿 
 
①役割分担の望ましい主体 
回 答

者 
回答数 県実施 市町実施 重層実施 広域組織 民間実施 その他 

全体 ４７３件 ３０％ １４％ ４３％ ３％ ４％ ６％ 
県 ８８件 ６％ ４０％ ４５％ １％ ０％ ８％ 
市町 ３８５件 ３５％ ９％ ４３％ ３％ ４％ ６％ 
市 ２８９件 ３２％ ９％ ４５％ ３％ ４％ ７％ 
町 ９６件 ４５％ ６％ ３６％ ６％ ６％ １％ 
 
②望ましい姿の主体と手法の関係 
  手法 
 
主体 

回答数 
（件） 

実施 
主体 
一本化 

役割 
分担 
明確化 

連携 
強化 

支援 
強化 

専門性

強化 
事務 
権限 
移譲 

法・ 
条例 
改正 

その他 

全体 ４７１ ２８％ ２２％ ２２％ １２％ ５％ ５％ ２％ ４％ 
県実施 １３９ ６５％ ７％ １０％ １２％ ５％ １％ １％ ３％ 
市町実施 ６８ ３１％ ２１％ ２％ １２％ ６％ ２５％ ０％ ４％ 
重層実施 ２０４ ３％ ３６％ ４２％ １１％ ３％ １％ １％ ３％ 
広域行政 １４ ４３％ １４％ ７％ ３６％ ０％ ０％ ０％ ０％ 
民間実施 １７ １２％ １２％ ０％ ２９％ ２９％ ０％ ６％ １２％ 
その他 ２９ ３１％ ２８％ １０％ ０％ ０％ ７％ ７％ １７％ 
  ＊広域行政＝市町による広域行政組織を意味します。 
 
④望ましい見直し時期 
回答者 ２年後 ５年後 １０年後 平均年数 
全体 ７４％ ２０％ ６％ ３．０年後 
県 ４７％ ３２％ ２１％ ４．７年後 
市町 ８１％ １７％ ２％ ２．６年後 
市 ８０％ １９％ １％ ２．７年後 
町 ８６％ １２％ ２％ ２．５年後 
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      見直しが必要な事務事業の意見例（事務分野６件以上） 
 

（凡例 ○市町の意見 ◆県の意見 ） 
事 務 分 野 名 

（件数） 
事 務 事 業 の 内 容 

交通安全意識の高揚に

向けた啓発・教育の推

進 
（１２件） 

○交通災害共済事業は県で実施すべき。（３件） 
○交通事故相談は、市町の役割とすべき。（２件） 
◆交通事故相談の役割を明確化すべき。 

生活創造圏づくりの推

進 
（１１件） 

○生活創造圏関係事業は県が主体となるべき（２件） 
○生活創造圏関係事業は市町の広域行政組織で担うこ

ととし、県は必要な支援に取り組むべき。（４件） 
◆住民に身近な地域づくりは、市町が実施すべき。 

在住外国人との共生社

会づくり 
（１０件） 

○在住外国人との共生社会形成について、県と市町は連

携を強化すべき。（４件） 
○在住外国人への生活支援等は、民間を基本としつつ、

県か広域行政で担当すべき。（２件） 
県民防災力の活性化 
（９件） 

○自主防災組織については市町の役割を強化すべき。

（２件） 
○防災ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの養成等は県で実施すべき（２件） 

障害者の相談支援体制

の整備 
（８件） 

○障害者の相談支援の役割分担を明確化すべき。（４

件） 
◆障害者の相談は、市町の役割を強化すべき。 

多様な活動主体による

協働の推進（８件） 
○ＮＰＯ支援における県の役割を強化すべき。（３件） 
○ＮＰＯに対する市の支援策に県の支援を強化すべき。 
（２件） 

バス交通の確保 
（８件） 

○自主運行バス等は、県も支援すべき。（５件） 
◆自主運行バス等の地域の生活交通は、市町が担うこと

が望ましい。 
男女共同参画に関する

意識の普及と教育の推

進 
（７件） 

○啓発イベントは、役割分担を明確化すべき。（２件） 
○啓発イベントは、市町の役割を強化すべき。 
○啓発イベントは、県が実施すべき。 
○啓発イベントは、連携を強化すべき。 

消費相談・苦情対応の

充実 
（７件） 

○消費相談は、市町や広域行政組織の役割を強化すべ

き。（３件） 
○消費相談は、県と市町の連携を強化すべき。 
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事 務 分 野 名 
（件数） 

事 務 事 業 の 内 容 

人権啓発の推進 
（６件） 

○人権啓発は、県で一本化すべき。（２件） 
○◆人権研修は、県と市町の役割を明確化すべき。（２

件） 
性別に基づく暴力等へ

の取組と心身の健康支

援 
（６件） 

○女性相談は県で実施すべき。（２件） 
○女性相談の役割分担を明確化すべき。 
○女性相談にかかる県の支援を強化すべき。 

埋蔵文化財の保護と活

用（６件） 

○開発事業に係る発掘調査は、県が実施すべき。 
◆開発事業にかかる発掘調査は、基本的に市町実施し、

必要により県が補完すべき。  
林産物の安定供給 
（６件） 

○間伐材の利用促進等は、県の支援を強化すべき。（５

件） 
安全安心まちづくりの

ための総合対策の推進 
（６件） 

○防犯灯・街路灯設置の役割分担を明確化すべき。（２

件） 
 

不法投棄等の不適正処

理の未然防止・是正 
（６件） 

○不法投棄の防止は連携を強化すべき。（４件） 

安全安心な大気環境の

確保（６件）  
○大気汚染防止法にかかる経由事務は、県へ一元化す

べき。 
◆届出にかかる事前相談や届出窓口は県に一本化すべ

き。 
水の安全・安定供給 
（６件） 

○◆水道事業（伊賀水道・志摩水道）の市町の役割を

強化すべき。（○３件・◆２件） 
統計情報データの効果

的な発信と活用の促進 
（６件）  

○調査員の推薦をおこなっているが、県が直接確保す

るか、民間委託をすべき。（４件） 

情報通信技術を活用し

たサービスの提供 
（６件） 

○◆情報システムを共同化する際は、市町の広域行政

組織で実施することが望ましい。（２件） 
○情報システムの共同化は、県が主体となって実施す

るのが望ましい。（４件） 
公的な住まいづくり 
（６件） 

○公営住宅の供給の役割を明確化すべき。（２件） 
◆公営住宅の供給・管理は、市町が担うことが望まし

い。（２件） 
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県の役割分担の見直しに関する意見（抜粋） 
 
市町の役割を強化する意見 
事 務 事 業 の 内 容 時期 事務分野名 

自主運行バス等は、地域に密着し市町の区域内で

完結するため、市町が行うことが望ましい。 
５年後 バス交通の確保 

住民に身近な地域づくりは、市町の役割としてい

くことが望ましい。 
２年後 生活創造圏づくりの推

進 
地区青少年育成市町民会議連絡協議会は、青少年

育成市町民会議の設置状況に応じて、役割分担を

検討していく。 

５年後 青少年健全育成の総合

的な取組の推進 

ひとり親家庭等日常支援の実施主体を市町にする

ことで事業の効果があがる。 
２年後 児童と一人親家庭の自

立支援 
手話通訳者及び要約筆記者の派遣を市町が行うこ

とで、周知や利用者の掘り起こしにつながる。 
２年後 障害者の社会参加環境

づくり 
騒音規制等の地域指定は、市町が実施することに

よって地域に応じた規制が可能となる。 
10年後 安全・安心な大気環境の

確保 
浄化槽法に基づく施行事務を市町が行うことで、

設置者への指導等が効果的に行える。 
５年後 生活排水対策の推進 

県管理漁港のうち、一定の基準を満たさないもの

は、市町管理とすべき。 
５年後 水産生産基盤の整備 

日常の河川の維持管理は、市町が行うことにより、

迅速的確な維持管理が行える。 
５年後 洪水防止対策の推進 

市町が県管理道路の維持管理を行うことで、サー

ビスの向上や業務の効率化につながる。 
５年後 適切な道路資本の維持

管理 
水道事業（伊賀水道・志摩水道）の市町の役割を

強化すべき。 
５年後 水の安全・安定供給 

小中学校への学習指導等の指導助言は、市町教育

委員会が体制を充実したうえで主体的に対応し、

県は支援を行う。 

２年後 児童生徒の基礎学力の

向上 

市町との連携強化に関する意見 
事 務 事 業 の 内 容 時期 事務分野名 

観光情報発信に関する市町・県・観光連盟の連携

を強化するため、情報共有を図るべき。 
２年後 観光情報発信と誘客活

動の推進 
学校経営品質に関する研修については、考え方等

が一定浸透・普及した時点で、役割分担のもと連

携を強化して取り組む。 

10年後 
 

教育改革の推進 

役割分担明確化に関する意見 
事 務 事 業 の 内 容 時期 事務分野名 

防災関係事業で県と市町が実施している事業のよ

りよいあり方について検討していく。 
５年後 県民防災力の強化 

交通事故相談における、県と市町の役割を明確化

すべき。 
10年後 交通安全意識の高揚に

向けた啓発・教育の推進 
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開催実績 

（平成１８年） 

第１回［６/１３ ］➠  協議計画書に基づく今後の進めかたの協議 

第２回［６/２８ ］➠  18 年度までの「三位一体改革」の影響について 

第３回［７/１４ ］ ➠ 18 年度までの「三位一体改革」の影響について 

第４回［９/ １ ］➠ 18 年度までの「三位一体改革」の影響について 

第５回［９/２７ ］➠ 18 年度までの「三位一体改革」の影響について 

 

これまでの成果 

・三位一体改革の質的側面である「国庫補助金の一般財源化」＝地方財源の組

み換えについて、その影響の整理の手法を検討し共有しました。 

・国庫補助負担金の一般財源化分について、事業費の推移の調査を行った結果、

ほぼ横ばいと判明しました。（国庫補助負担金改革対象事業状況調） 

 

今後の予定 

・ 三位一体による地方財政の質的転換による市町の税財政面での自由度・裁量

度がどのように拡大したのか、一方、量的縮減による市町の財政運営や住民

サービスがどのような影響を受けているのか、それぞれ整理します。 

・ 来年度から実施が予定される税源移譲や交付税改革を踏まえた市町の一般財

源の確保について検討します。 

課題・まとめの見込み 

県内各市町における三位一体改革の成果と課題に関する共通認識を醸成し、

今後の市町の円滑な行財政運営に資するという視点で報告書をまとめていきま

す。 
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開催実績 

（平成１８年） 

第１回［７/３１ ］➠ 研究会の進め方について 

           地方債を取り巻く状況について 

 

これまでの成果 

・現在の地方債制度を取り巻く状況の認識を共有しました。 

・各市町の地方債発行方法について情報交換しました。 

 

今後の予定 

②10 月 11 日（水） 

・先進地事例研究（住民参加型市場公募債） 熊野市 

③11 月 10 日（金） 

・ 講演（地方債発行のあり方について（仮題）） 
   講師 関西学院大学 小西教授 
④12 月予定 

・先進地事例研究（住民参加型市場公募債（共同発行）） 
研究団体 未定 

⑤１月又は２月予定 

・金融機関関係者との意見交換 

 

課題・まとめの見込み 

・住民参加型市場公募債（共同発行）の事例研究等を通じて、民間からの資金

調達や地方債発行のあり方を研究し、市場を活用した資金調達についての参

加市町の理解を深め、機運の醸成に努めます。 
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開催実績 

（平成１８年） 

第１回［５/２９ ］➠ 協議計画書に基づく今後の進めかたの検討 

        地域づくりと文化力について、「新しい時代の公」における行政の役割

について、文化力と「新しい時代の公」について 

第２回［７/ ７ ］➠ 多様な主体が取り組む「公」の活動事例の紹介 

第３回［８/２９ ］➠ 部会のアウトプットイメージの検討、多様な主体が取り組む「公」

の活動事例の紹介、文化力を生かした地域づくりについて 

 

 

これまでの成果 

・「新しい時代の公」、文化力についての情報共有を行いました。 

・各市町における多様な主体の取組事例を紹介しました。 

・部会のアウトプットイメージを検討しました。 

 

今後の予定 

・各市町における多様な主体の取組事例や先進事例などから成功のポイントや

視点を抽出していきます。 

 

課題・まとめの見込み 

 

「新しい時代の公」や文化力の考え方に基づいた事業を実施するために必要

な視点を整理します。 
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検討中の事例 

 愛宕川・神道川を美しくする会（松阪市） 
 亀山国際交流の会（亀山市） 
 鹿伏兎山脈自然薯の会（亀山市） 
 市民ネット（亀山市） 
 志摩コーストガーディアンズ（志摩市） 
 志摩 Beautiful Beach Club（志摩市） 
 立神四季物語実行委員会（志摩市） 
 浜島町まちづくりグループ WITH AIBE（志摩市） 
 無限責任中間法人志摩ネイチャー倶楽部（志摩市）  
 クリーン作戦委員会（東員町） 
 放課後児童クラブ（東員町） 
 老人会（東員町） 
 花いっぱい運動（東員町） 
 ふるさとづくり事業補助金（東員町） 
 河川等美化（東員町） 
 ＮＰＯ法人伊勢河崎まちづくり衆（伊勢市） 
 ＮＰＯ法人こどもサポート鈴鹿（鈴鹿市） 
 ＮＰＯ法人市民ネットワーク  すずかのぶどう（鈴鹿市） 
 市民公益活動実践事業（名張市） 
 地域づくり委員会への柔軟性のある交付金制度（名張市） 
 企業の森（県環境森林部） 
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検討事項 

「県土づくり」のあり方と県の役割について 
（以下の項目は例示） 
①三重県の地域特性を全体として捉えた振興方向 
②中部圏や近畿圏等、県境を越えた連携のあり方 
③基盤となる社会資本の整備と利活用のあり方等 

 

開催実績 

（平成１8年） 

第１回［７/１１ ］➠ 検討の進め方について協議 

「県土づくり」「地域づくり」に関する検討状況の

整理 

第２回［８/２２ ］➠ 広域の「県土づくり」「地域づくり」の事例検討 

第３回［９/１４ ］➠ これまでの検討整理と、今後の進め方について検討

「県土づくり」「地域づくり」における県の役割に関す

る意見交換 

 

これまでの成果 

・１７年度に整理した「県土づくり」、「地域づくり」の考え方を共有しました。 

・広域で取り組まれている「県土づくり」「地域づくり」の事例を検討しました。 

・「県土づくり」のあり方を検討するための視点について検討・整理しました。 

 

今後の予定 

・「県土づくり」のあり方と県に役割について、県の第二次戦略計画（仮称）の

素案、中間案もふまえて、県境を越えた交流・連携、競争力の育成、時代趨勢

への対応、生活基盤への関わり等の視点から検討します。 

 

課題・まとめの見込み 

・ 「県土づくり」のあり方、取組方向を明らかにし、県の第二次戦略計画に反

映をめざします。 
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◎◎ 県土づくりのあり方に関する検討部会 概要 ◎◎

●参加市町
県

津市、四日市市、桑名市、鈴鹿市、名張市、亀山市、
鳥羽市、熊野市、伊賀市
政策部地方分権・合併室、政策部企画室（事務局）

●概要 県域全体あるいは県境を越えた視点で、三重県の地域特性を全体とし
て捉えた振興方策や交流・連携のあり方、それらの基盤となる社会資本
の利活用のあり方など、「県土づくり」の考え方と「県土づくり」における県
の役割について、地域づくりを担う市・町の皆さんと協働で検討し、考え
方の共有を通じて、「県土づくり」と「地域づくり」のそれぞれの円滑な推
進に繋げていくことを目的とします。

●開催状況 第１回 ７月１１日 ／ 第２回 ８月２２日 ／ 第３回 ９月１４日

●今後の予定 月１回程度開催し、最終の１月までに計６～７回程度を予定。

 
 

◎◎ 検討部会の目指すところ ◎◎

・「地域づくり」における行政の主体は市町
（県は必要に応じて「地域づくり」への補完・
支援を行う）

・「県土づくり」における行政の主体は県

●「地域づくり」：市町区域内や複数の市町の区域で、多様な主体が、目指すべき地域主権の
社会に向けて、主体的に考え、協議し、より良い地域の実現に取り組むこと

●「県土づくり」：県が、取組の対象や事業の効果が、全県域あるいは県境を越えて広範囲に及
ぶような施策及びこうした施策を支える環境整備に取り組むこと

県土づくりのあり方、取組方向を明らかにすることで、
地域づくり、県土づくりの円滑な推進につなげる

（「県民しあわせプラン」第二次戦略計画への反映）

Ｈ１７年度 「新しい時代の地域づくりのあり方に関する検討部会」での最終報告
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場合によっては県境も越えて、隣接する市町と連携して観光振興に取り
組んでいる事例が多い。

観光

流域という切り口で、市町の範囲を越えて取り組む団体もある。県が主
導している流域圏づくりもあるが、誰が主導的な役割を果たすべきか。

流域での取組

市町では、相手にしてくれない企業もあるので、県の関与が必要。企業誘致

道路の問題は市町だけでは無理。バスや鉄道など生活を支える交通
網の維持も、市町だけではできない。

交通

へき地、離島では問題が顕在化。都市部でも問題はある。市だけでは
無理で、県への期待が大きい。

医療の充実

（医師問題）

市だけで取り組むのは難しいので、県でモデル的な事業を実施して、市
町へ手法を示してもらいたい。

ＮＰＯ等との協働

職場と住居が異なる場合もあり、市だけでは対応できない。全ての市町
で課題となっているわけではないが、全国的にも外国人居住者の多い
都市はいくつもある。

外国人居住者の問題

（参考）これまでの検討で出てきた個別課題の一例

●生活基盤への関わり（交通網、医療、防災など）

・・・ 地域づくりへの支援など

●時代趨勢への対応（少子高齢化、外国人居住者など）

・・・ 複数の市町で課題となっている時代的な課題への対応

●県境を越えた交流・連携（国土形成計画、まんなか共和国など）

・・・ 法定、任意での県境を越えた交流のあり方

●競争力の育成（産業集積、世界遺産）

・・・ 県が主体的に取り組むもの、取組の内容

県土づくり

地域づくり

複数市町、全県域など広域での地域づくり、県土づくりの事例
膝づめミーティングにおける関連発言

県土づくりのあり方、取組方向を明らかにすることで、
地域づくり、県土づくりの円滑な推進につなげる

（「県民しあわせプラン」 第二次戦略計画への反映）
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◎◎ 検討部会の経過 ◎◎
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これまでの成果 

・ デジタル地図整備については、三重県自治会館組合（一部事務組合）が実施

主体となって県と全市町が共同で整備・更新を行うこととなりました。現在写

真撮影後の地図の整備仕様について最終調整を行っています。 

＊ 空中写真撮影等の入札を実施しました。（市町村振興協会：7月 25 日） 

・ 情報システムの共同化事業については、県と市町担当者で構成するＷＧで検

討した共同化案を基に本部会で方向性を決定し、各自治体で参加意思の確認を

行うとするスキームで合意しました。 

・ 特に電子申請システムの共同化については、住民利便性の向上を目指し、効

果のあるシステムのあり方について継続して検討することとなりました。 

・ その他、県の情報セキュリティ対策や共同アウトソーシングの事例などにつ

いて意見交換を行いました。 

今後の予定 

・ 自治会館組合の規約改正が行われることとなっており、引き続きデジタル地

図の共同整備を推進するとともに、整備される地図の利活用についても検討す

る予定です。 

・ 電子申請、電子入札、施設予約システム等の共同化等について、ＷＧでの検

討状況の共有及び協議を随時行うとともに共同化実施に向けて課題の整理に

取り組むこととします。 

・ セキュリティ対策等広域で検討を行える事項についても共同での取り組みに

ついて検討する予定です。 

課題・まとめの見込み 

・各市町の意向を尊重し、当面利用が見込まれるシステム等の共同化について、

検討・協議を行うとともに、住民サービスの向上や行政運営の効率化を念頭に

置いて、情報セキュリティ対策や広く情報化に関する共同化についても検討し

て取り組むこととします。 
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参 考 資 料 
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県と市町の新しい関係づくり協議会規約 

 
第１章 総則 

（名称） 
第１条 本協議会は、県と市町の新しい関係づくり協議会（以下「協議会」と

いう。）と称する。 
 
（目的） 
第２条 本協議会は、分権型社会の実現を目指し、県と市町の役割分担の明確

化と適正化を図るとともに、真に対等・協力の関係を築くことにより、県と

市町を通じた行政サービスの向上を図ることを目的とする。 
  
（協議等事項） 

第３条 本協議会は、前条の目的を達成するため、次の事項を協議又は研究す 

る。 
(1) 連携・協力及び役割分担のあり方に関する事項 
(2) 専門性強化のための取組に関する事項 
(3) 包括的権限移譲の推進に関する事項 
(4) その他本協議会の目的達成のため必要な事項の情報共有及び検討 

 
第２章 組織 

（協議会の構成） 
第４条 本協議会は、別表の者をもって構成する。 
 
（役員） 
第５条 本協議会に、次の役員を置く。 

(1) 会 長 三重県知事 
(2) 副会長 三重県副知事、市長会会長及び町村会会長 

 
（役員の職務） 
第６条 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、その

職務を代行する。 
 
（事務局） 
第７条 本協議会の事務局は、三重県政策部地方分権・合併室、三重県市長会

及び三重県町村会に置く。 
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   第 3章 会議 
（会議） 
第８条 会議は、総会及び運営調整会議とする。ただし、必要に応じて検討部 
 会を設置することができる。 
２  会議、会議録及び会議に提出した文書は公開とする。 
３ 会議の運営に関しては、公平かつ公正な協議の推進に努めなければならな

い。 
（総会） 
第９条 総会は、会長が招集する。 
 
（総会の決定事項） 
第 10条 総会は、次に掲げる事項について決定する。 
 (1)第３条の規定による協議事項の対応方針 
 (2)前号の規定に定めるもののほか、本協議会の運営に関する重要事項で、会
長が必要と認める事項 

 
（議長） 
第 11条 総会の議長は、会長が指名する者とし、議事は会長が総会に諮り決定
する。 

 
（定足数） 
第 12条 総会は、構成員（またはその代理人）の半数以上の者が出席しなけれ
ば、開会することができない。 

 
（運営調整会議） 
第 13条 具体的な協議等事項の決定、検討部会設置の決定又は第 10条の規定
による総会の決定事項の事前の意見調整のため、必要に応じて運営調整会議

を開催することができる。 
２ 運営調整会議は、市町、県各部及び県民センターの地方分権に関係する職

員で構成する。 
３ 運営調整会議は、必要に応じて構成員以外の者の出席を求めることができ

る。 
４ 運営調整会議は、会長の指示により三重県政策部地方分権・合併室が招集

する。 
 
(検討部会) 
第 14条 第 13条第 1項の規定により設置が決定したときは、検討部会を置く。 
２ 検討部会の運営に関し必要な事項は、別途定める。 
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第４章 経費等 
（経費） 
第 15条 会議にかかる経費は、三重県、三重県市長会及び三重県町村会の三者
が負担し、その負担割合は三者が協議し決定する。 

 
（雑則） 
第 16条 この規約に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。 
 
   附則 
（施行期日） 
この規約は、平成１８年４月１日から施行する。 
この規約は、平成１８年６月 7日から施行する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  34



 

 
別 表（第４条関係） 
県 と 市 町 の 新 し い 関 係 づ く り 協 議 会 名 簿 

 

役職名  役職名  
会 長 三重県知事 三重県出納長 

熊野市長 政 策 部 長 
菰野町長 東紀州対策局長 

 
副会長 

三重県副知事 地域支援担当理事 

津 市 長 総 務 部 長 
四日市市長 防災危機管理部長 

伊勢市長 生 活 部 長 
松阪市長 健康福祉部長 
桑名市長 環境森林部長 
鈴鹿市長 環境森林部 
名張市長 農水商工部長 
尾鷲市長 観 光 局 長 
亀山市長 県土整備部長 
鳥羽市長 県土整備部理事 
いなべ市長 企 業 庁 長 
志摩市長 病院事業庁長 
伊賀市長 教  育  長 
木曽岬町長 桑名県民センター所長 

東員町長 四日市県民センター所長 

朝日町長 鈴鹿県民センター所長 

川越町長 津県民センター所長 

多気町長 松阪県民センター所長 

明和町長 伊勢県民センター所長 

大台町長 伊賀県民センター所長 

玉城町長 尾鷲県民センター所長 

度会町長 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
委 員 
( 県 ) 

熊野県民センター所長 

大紀町長  
南伊勢町長 
紀北町長 
御浜町長 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
委 員 
(市町) 

紀宝町長 
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検討部会の運営に関する規程 
 

（趣旨） 
第 1条 県と市町の新しい関係づくり協議会（以下「協議会」という。）規約第

14 条第２項の規定により、検討部会（研究会を含む）の運営に関し必要な事
項を次のとおり定める。 

 
（所掌事項） 
第 2 条 検討部会は、協議会規約第３条の規定による協議等事項のうち、運営
調整会議で決定された事項を専門的に協議又は研究する。 

 
（組織） 
第 3 条 検討部会は、県及び市町の職員で構成する。ただし、必要に応じて学
識経験者を構成員又は助言者として招聘することができる。 
２ 検討部会に部会長及び副部会長を置く。 
３ 検討部会の部会長及び副部会長は、検討部会の構成員の互選により選任す

る。 
４ 検討部会は、必要に応じてワーキンググループを設置することができる。 

 
（部会長及び副部会長の職務） 
第 4条 部会長は、検討部会を代表し、会務を総理する。 
２ 部会長は、協議等事項についての意見調整に努めなければならない。 
３ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき又は欠けたときは、

その職務を代行する。 
 
（検討部会の開催） 
第 5条 検討部会は、部会長が招集する。 
２ 検討部会は、必要に応じて検討部会の運営に関する規程第３条の規定によ

る構成員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができる。 
 
（協議等計画書の作成） 
第 6 条 検討部会は、会長から指示を受けた事項について、別紙様式１により
「協議等計画書」を作成しなければならない。 

 
（協議等経過報告書の作成） 
第 7 条 検討部会は、前条の規定による「協議等計画書」に沿って協議等を行
うとともに、別紙様式２により「協議等経過報告書」を協議等の都度作成し

なければならない。 
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（協議等経過及び結果の報告） 
第 8条 検討部会は、第 6条及び第 7条の規定による「協議等計画書」及び「協
議等経過報告書」をもとに、協議等経過及び結果を直近に開催する協議会総

会に報告しなければならない。 
  
  附則 
(施行期日) 
 この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 
 この規程は、平成１８年 6月 7日から施行する。 
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